
第１１３３号 赤旗読者ニュース （１）

読者ニュース「きずな」に対するご意見や情報をしんぶん赤旗の配達・集金者にどしどしお寄せください。

２０１７年 ９月１４日

ＮＯ １１３３

赤 旗 井 原 出 張 所

井原市井原町１０３ （℡ 62-6200）き ず な
９月４日井原市議会９月定例会が開会しました。一般質問は６日、７日、８日の３日間行われ１１

議員が質問しました。森本議員は６日の４番目に質問し、定例会での連続１１４回目の質問になりま
した。森本議員の質問と瀧本市長、片山教育長らの答弁の概要は次のとおりです。

森本ふみお議員の質問の概要 森本議員の質問に対する執行部答弁の概要

◆認知症の人の精神障害者保健福祉手帳（障害者手
帳）の取得方法と手帳取得後のメリット等は

このたびの質問は、精神障害者の中の認知症の人
に限っての精神障害者保健福祉手帳（障害者手帳）
の取得等についてお尋ねいたします。

１）現在、井原市では精神障害者保健福祉手帳をお
持ちの方は全体で何名おられますか。そして全体
の中で認知症の人は何名おられ、区分別にはそれ
ぞれ何名おられますか。

２）厚生労働省が定めている精神障害者保健福祉手
帳交付の対象となるのはどういう疾患ですか。そ
して認知症の方はどの疾患に該当しますか。

３）精神障害者保健福祉手帳の区分と判定基準はど
ういう内容になっていますか。

４）精神障害者保健福祉手帳取得者のメリットで、
保育・教育・就労面などの援助制度はどういう内
容でしょうか。

５）精神障害者保健福祉手帳取得者で各種サービス・
割引などのメリットはどういう内容でしょうか。

６）精神障害者保健福祉手帳取得者のメリットで、
税の減免・控除や給付等はどうい
う内容でしょうか。

７）精神障害者保健福祉手帳の交付
によるデメリットはありますか。

８）精神障害者保健福祉手帳の申請
方法の詳細はどうなりますか。

９）精神障害者保健福祉手帳制度の注意点は何かあ
りますか。

１０）現在、本市で認定されている認知症の方で、
申請すれば精神障害者保健福祉手帳が取得できる
のではという人は何名くらいおられると推察でき
ますか。

１１）認知症の人やその家族に対し、日常的にこの
制度の周知をすべきだと考えますが、本市として
どういう取り組みをしていますか。

◆幼稚園での預かり保育の未実施園（現７園）を、
来年度で一気に実施しては

幼稚園での預かり保育の未実施園の保護者から
一日も早い実施を望む強い声を聞きます。

未実施園７園の預かり保育を思い切って来年度
一気に実施してはどうですか。

◆固定資産税・都市計画税納税通知書等、各種納
税通知書の送付時期を早めるよう改善してはどう
ですか

固定資産税・都市計画税納 ２面左上へ続く

１）本年３月３１日現在、全体で２４５人でその内
認知症の方は１７人です。１級・１０人、２級・
７人。

２）総合失調症、非定型精神病、てんかん、中毒精
神病、気質性精神障がい（認知症該当）等。

３）障がいの区分は重い順に１級から３級まで。判
定基準は、国の定めるところにより、精神疾患の
状態と生活能力障がいの状態から判定する。

４）手帳を所持している世帯で、所得に応じて保育
料が軽減される場合があります。各種の就労支援
があります。

５）公共交通運賃の割引、ＮＨＫの放送受信料の免
除、携帯電話料金の割引、公共施設等の入館料免
除など、いずれも該当するための緒条件あり。

６）年末調整や確定申告により、所得税や市民税の
障がい者控除が受けられる。この控除を受けるこ
とにより、介護保険料や介護サービスの利用料が
安くなる場合もあります。１級の方が使用する車
について申請により、自動車税、軽自動車税、自
動車取得税の課税が免除されます。
預貯金の利子所得についても非課税の制度があり
ます。

７）市としてデメリットがあるということは認識し
ていません。

８）初診日から６カ月以上経過したのち、市の窓口
へ申請書を提出。申請書を県へ送付。決定。

９）申請しても県の方で審査し、手帳が交付されな
いケースもあります。

１０）認知症と判断されている方は、約２,０００
人おられます。県において精神疾患の状態と生活
能力障がいから総合的な判定により結滞されるの
で推察は困難です。

１１）今後、これまで行っている障がい者控除対象
者認定制度の周知と併せて、精神障害者保健福祉
手帳制度についても、周知を図っていきたい。

本市では平成３１年度を目標に、全幼稚園で実施
することにしています。来年度一気にということは
難しいと考えています。

選定する基準については、基本は園児数の多いと
ころから、更には預かり保育の希望を、現在の３歳
児４歳児の保護者に対して調査し、これらを考慮し
ながら決めていきたい。

募集を１２月の広報で行いますので、１０月中に
は（どの園で実施するか）方向性を出したい。

納税通知書の発送については、確実で迅速な事務
処理を念頭に作業を行っています。

本年度の固定資産税・都市計画税納税通知書の発
送については、あらかじめ郵便局との協議の上、通
常通り４月１７日に発送しま ２面右上へ続く



第１１３３号 赤旗読者ニュース （２）

生活に役立ち勇気と確信のわくしんぶん[赤旗]をお読みください。(月額 日刊紙３,４９７円 日曜版８２３円）

この「きずな」は森本ふみお議員のブログ（http://m.okajcp.com）でも見ることができます

１面左下より続く
税通知書の届くのが 非常に遅いという苦情を聞
きます。

また、各種納税通知書についても、できるだ
け早く納税者にお届けする
よう改善していただきたい
と思いますがどうですか。

◆家庭ごみの分け方・出し方の看板をできるだけ
大きくしては

今後、高齢者が増加することははっきりして
います。そんな中で、市が作成して各地区に渡
し、各地区がごみ出しステーション等に掲げて
いる「家庭ごみの正しい分け方・出し方(井原地
域・芳井地域）」という看板の文字が小さく高
齢者には見づらいという声を聞きます。

できるだけ大きくして、高齢者に見やすいも
のに改善してはどうですか。

◆非核平和都市宣言のまちとして、「非核平和都
市宣言のまち井原市」という懸垂幕を常時掲げ
ては

井原市は、昭和６０年６月２９日に「井原市
非核平和都市宣言」を行っています。

東日本大震災で原子炉が破壊し、放射能汚染
の被害がいまだに問題になっています。また、
北朝鮮と米国の緊迫した状況が続いている中、
非核や平和を求める声が一段と強まっています。

そんな状況下なので、市民に非核・平和の意
識を高めてもらう意味や、市外から来られた方々
には「非核平和都市宣言」をしている自治体だ
ということを知ってもらう意味から、市内中心
部で住民によく目につく「市役所」、「アクティ
ブライフ井原」、「市民会館」などのうちどこ
か１カ所に「非核平和都市宣言のまち井原市」
という 懸垂幕を常時掲げてはどうですか。

◆以前の私の質問に対するその後の対応について

１）平成２８年６月議会で、子どもの貧困の実態
と支援策についての私の質問に

市長は「実態は把握していかなければならな
いということは我々も思っておるところでござ
いまして、そうした状況をしっかりとできる範
囲での実態調査を進める」とお答えになりまし
た。

その後の実態調査の結果はどうでしたか。

２）平成２９年３月議会で、私が、実態のない経
ケ丸グリーンパークへの案内看板４カ所の扱い
について質問したところ、市長は「地元と協議
した上で、対応を決定していきたい」とお答え
になりました。

その後どうなりましたか。

１面右下より続く
したが、１７日が大雨であったことなどにより、郵
便局から３日以内にすべての配達は困難であるとい
う報告を受けました。市としましてはできるだけ早
い配達をお願いしたところです。

また、各種納税通知書についてもできるだけ早く
納税者にお届けするよう改善をとのことですが、固
定資産税・都市計画税以外の各種納税通知書につい
ても、同様に必要な事務処理を行いながら早期発送
に努めているところです。

今後も正確で迅速な発送に努めます。

現在、市内には９７２カ所のごみ集積所がありま
す。この看板は平成２３年度に作成したもので、新
聞紙１面分にあたるＡ２版のアクリル製のものです。

この看板は、あくまでも最終確認のものでありま
すから、詳しい分別方法や収集日については、全戸
配布しています「ごみの正しい分け方出し方ガイド」
をご覧いただくようお願いしているところです。

集積所形態も様々で掲示方法の問題もありますの
で、看板を大きくすることは慎重な検討が必要であ
ると考えています。

いずれにしましても、現在使用している看板の在
庫数が減少し、新たに作成する際には調査・検討を
行い高齢者の方を含め、市民の皆さまにより分かり
易いものにしていきたい。

本市では、「日本は、世界で唯一の被爆国であり、
また、平和憲法を持つ国として、世界から尊敬され
る立場にあり、その根幹である非核３原則が完全に
守られることを願い、核兵器の廃絶と世界の恒久平
和の重要性を鑑み」昭和６０年に非核平和都市を宣
言し、市役所西駐車場に「非核平和都市宣言井原市」
と記載した啓発塔を常時設置しています。

現在のところ懸垂幕の設置は考えていません。
（森本議員の予算はどの位かかるのかとの質問に）
市役所前の懸垂幕を想定いたしまして、デザイン等
によって若干の金額の差はありますが、大体１本あ
たり５万円から６万円程度です。

１）平成２９年１月に開催された県内市町村の子育
て担当者会議において、県が本年度国の交付金を受
けて希望する県内市町村を対象に、子どもの生活実
態調査を行うという説明があり、本市も県と共に調
査を実施することとし
ました。

子どもの貧困対策に
ついては、県と連携し
ながら対処してまいり
たいと考えています。

２）遊歩道としての利
用実態が無いことを踏
まえ、地元関係者と協
議した上で６月２７日には撤去を完了しております。


